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映画「靖国」上映中止問題
＜事実の概要＞

映画「靖国　ＹＡＳＵＫＵＮＩ」（李纓（リイン監督）は、今月公開予定の映画館においてすべて上映を中止された。
【上映中止騒動の軌跡】
週刊新潮12月20号の記事によると、映画で使われた写真の信憑（しんぴよう）性に疑問が呈され、「『反日映画』と言わざるをえない」などと指摘し、さらに、この映画が文部科学省所管の独立行政法人、日本芸術文化振興会の助成金750万円を受けていることを批判した。
（２）3月の国会議員向けの試写会

この記事をうけて、自民党議員連「伝統と創造の会」が助成金の妥当性の問い合わせと「検証したいので映画を見たい」という申し入れを文化庁に対して行ない、文化庁と配給側が協議を重ねた結果、３月１２日に全国会議員を対象に緊急試写会を開くことになった。
（３）映画の上映中止・延期

以上の経緯から、東京、大阪、名古屋の映画館計６館が次々と上映中止や延期を決め、４月の公開、また東京地区での公開は“全滅”した。街宣車による抗議を受け、実際に客に迷惑がかかったという映画館もある一方、抗議やトラブルが起こる前に、事前の恐れや警戒で“自粛”した映画館もあるとみられる。

＜表現の自由＞

憲法は21条1項において「集会、結社及び言論、出版その他一切の表現の自由は、これを保障する」と規定し、表現の自由を保障している。また、２項では「検閲は、これをしてはならない。通信の秘密は、これを侵してはならない。」とし、検閲の禁止と通信の秘密を定めている。

表現の自由を保障する根拠は，自己実現の価値と自己統治の価値に求められる。この価値ゆえに、表現の自由は、他の権利よりも優位的な順位をもって保証されると解されている。

＜芸術活動と表現の自由＞

憲法は，集会，結社，言論，出版を表現の形態として掲げるが，芸術活動も表現の一手段であり,憲法２１条が保障する言論及び表現の自由に含まれるとされる。

　芸術の自由が上記自己実現の価値に依拠することは明白であるが、芸術活動の性質上、当該活動が従来の価値観とは異なる新たな価値観を見出す契機を社会に提供することにより、国民の政治的価値観にも影響を及ぼしうることから、表現の自由の社会的側面に依拠させることも可能であると思われる
。

＜類似事例＞

天皇コラージュ事件

富山地裁平成十年十二月十六日民事部判決、平成六年（ワ）二四二号

判例タイムズ九九五号七六頁

【事実の概要】

美術作家であるＸは、昭和62年3月15日から4月13日にかけて、富山県立近代美術館（以下「県立美術館」という）において、コラージュ
という手法を用いた「遠近を抱えて」と題する本件作品十点を展示された。本件作品は、昭和天皇の肖像と、古今東西の著名な素材との多様な組み合わせによって、価値観の多様化に生きる作者のアイデンティティを表現しようとした連作版画である。

事前に、展示される作品選定に際し、美術館収蔵美術品選定委員会においても、本件作品四点購入（残りは原告から寄贈を受ける）のための県知事宛の意見書の中で「社会的な現象を一定のパターンにとらわれることなく、作者の個性が高く表現された作品である」と評価し、県もＸから本件作品をなんら問題なく購入して、県立美術館は、本件作品を含め出展された作品の図録を作成した。

しかし、県議会の教育警務常任委員会における議員が本件作品の展示を見て不快感を覚えたとして、本件作品に関する質疑応答がなされ、その質疑応答及び報道を契機として、皇室への府警を問題とする「非公開」が本件作品及び図録の廃棄等を求める運動を起こし、県立美術館も「一般の不快」に配慮して、昭和61年7月18日から本件作品を非公開、本件図録を非公開及び非売品とした。

その後、本件作品「公開派」の市民から、本件作品の特別観覧許可申請及び本件図録の閲覧申請が数多くなされたが、結局、前者は全て不許可とされ、後者も全て拒否されるに至った。

県立美術館は、非公開の理由として、本件作品の公開に反対する団体等による美術館運営管理上の障害が生ずること、及び本件作品が天皇の肖像権及びプライバシーの権利を侵害する虞があることを主張した。そして、結局、県立美術館は本件作品を売却し、本件図録を焼却処分にした。

Q１　作者は、芸術上の表現の自由を主張し、美術館に表現活動の場の提供を請求することができるか。

Q２　美術館の館長は、全く自由に展示する作品を選択することができるか。

＜規制と給付の二分論＞
　政府の作用を規制的なものと給付的なものに分け、前者に対する場合と後者に対する場合とで、その合憲性審査に厳緩があってよい、とする考え方
。

＜政府言論＞
　長い間、言論市場における政府は、私的主体を統制する公権力（「検閲者としての政府」）として語られてきた。しかし今日、政府自ら市場の当事者（「言論者としての政府」）として、その圧倒的な潜勢力を武器に、大規模に言論市場に参入している。

この「検閲者としての政府」と「言論者としての政府」の境界は，不明瞭である。とりわけ，規制と給付の二分論をめぐる議論において，両者は錯綜的に用いられるようになっている
。

　阪口正二郎によれば，「言論者としての政府」が言論市場に登場する場合を、直接な形をとる場合（政府広報や、首相の記者会見、官房長官の記者会見など）と、間接的な形をとる場合（政府がメッセンジャーとして私人を「調達」する場合）に分ける。そして、政府が私人の活動に財政援助（給付）を行う場合が，この間接的な場合における最も「話し手」としての政府が見えにくい場合だと位置づけている
。

　そして私人の表現との比較において，国家のみが独占する正当性を背景になされる，特定表現の正当性の「裏書（endorsement）」に警戒の目を向けている。

蟻川恒正は，「検閲者としての政府」を政府が典型的な検閲者として振舞う規制的文脈と，助成を通じて言論市場をゆがめる可能性のある非典型的検閲者としての地位が問題になる給付的文脈を区別する。そして，国家の文化に対する主導性とそれに拮抗すべき文化の自立性の調和点を模索する際の「落とし所」として，専門職の判断を介在させることに注目する。すなわち，国家は助成プログラムの「基本方針」の策定に終始し，その「解釈」については専門職の判断を尊重しなければならないとする
。（なお，専門職の判断が介在しない場合には，public forum論から，政府の裁量を制限する。）

また，政府言論の「受け手」たる一般公衆からすれば，知らないうちに政府の「助成」によって政府が「濾過」した芸術のみを知るところとなり，「自立的思考作用を犯す危険」を持つ危険性を孕んでいるとも説いている
。

＜国政調査権＞
1性質

　国政に関して調査を行う議院の権能。憲法62条は「両議院は、各々国政に関する調査を行ひ、これに関して、証人の出頭及び証言並びに記録の提出を要求することができる。」と明文の規定をもってこれを保障している。国会又は議院が有する立法権・行政監督権等の諸権能を有効に行使するために認められた補助的権能と解する説(補助権能説)と、国会が国権の最高機関である地位に由来する権能で、他の諸権能とは別個・独立の権能と解する説(独立権能説)がある。

２行使の方法

議院がこの権能を行使するにあたっては、委員会中心主義により、常任委員会にその所管事項について調査を行わせているほか、特定の事件の調査のため特別委員会を設置した例も少なくない。なお、議員個人が国政調査権を行使する主体となることはない
。

３範囲

　国政は立法・司法・行政の三権を含む広い観念であり、裁判もこれに含まれるが、司法権の独立を侵すことはできない。調査は純然たる私人の生活も対象とすることはできない。

４手段

　明治憲法下では、政府に対する質問を通してしか行うことができなかったが、現行の憲法は、以下の方法を認めている。

＜強制力を伴わない場合＞

　①国務大臣・政府委員会等からの説明聴取(憲法63条、国会法71・72条)、②参考人からの意見聴取(衆議院規則85条の2)、③内閣・官公署その他に対する報告又は記録の提出要求(国会法104条)、④委員の派遣(国会法103条)

＜強制力を伴う場合＞

　①証人喚問、②書類の提出要求の二つ。議院証言法により、証人の偽証、不出頭、宣誓・証言拒否、書類不提出の場合は処罰される。
� 九州公法判例研究会「公法判例研究（第一回）」 67頁


�素材の組み合わせによって相互に関連付けられ、お互いに新たな意味を生み出すことにより、素材の既成観念にとらわれない新たな芸術価値を創造する手法：社会の中で何らかの重要な意味を与えられることが多い国家の象徴や元首の肖像は「極めて価値ある芸術上の素材」とされる。


� 蟻川恒正「国家と文化」


� 蟻川恒正「政府と言論」ジュリストNo.1244　92頁


� 阪口正二郎「芸術に対する国家の財政援助を表現の自由」法時74巻1法31頁


� 前掲註２）「政府と言論」ジュリストNo.1244「国家と文化」


� 蟻川恒正「思想の自由」


� 上田章『国会と行政』32頁
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